
様式第１号

〒

１　申請金額（該当する金額の欄に「○」を記入してください。）

２　事業者概要

３　要件確認（※確認欄すべてに「○」の記入がないと、給付金を受けることができません。）

４　添付書類（※確認欄すべてに「○」の記入がないと、給付金を受けることができません。）

令和３年度 山形県事業継続応援給付金 給付申請書兼実績報告書

令和 3 年 8 月 1 日
山形県事業継続応援給付金事務局　御中

申請事業者

以下の事項に偽りないことを誓約し、標記給付金の支給を申請します。

記入にあたっては、記入例と
裏面及び申請の手引きを確認
しながら、正しく記入してく
ださい。

法人の所在地
又は

個人事業主の住所

000-0000

山形県山形市松波０丁目０番０号

法人名
又は

個人事業主の屋号
株式会社　山形食堂

代表者
職氏名 代表取締役　　山形　太郎 印

（法人は代表者印に限る。シャチハタ不可）

確認欄

　① 法人の場合 ２００，０００円 ○

　② 個人事業主の場合 １００，０００円

確認欄

主たる業種 番号 76 名称 飲食店
← 裏面記載の「日本標準産業分類表」で定める
　 業種（中分類）の番号と名称を記入

日中連絡がつく

連絡先
固定電話 000-000-0000 携帯電話 000-0000-0000

(※3)

・次の表に売上げを記入し、③前年同月比又は前々年同月比が50％以下であることを確認してください。

⑴ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を実施している。　 ○

⑵ 給付金の受給後も事業を継続する意思がある。 ○

⑶ 山形県暴力団排除条例に定める暴力団又は暴力団員等に該当しない。 ○

⑷ 性風俗産業に該当する営業（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律
　 第２条第６項から第10項に該当する営業（受託営業を含む））を行っていない。

○

⑸ 令和３年４月・５月・６月のいずれか一月の売上げが、前年同月又は前々年同月の
　 売上げと比較して50％以上減少した。

○

　 （つまり、売上げの前年同月比又は前々年同月比が50％以下の場合を指します。）

① 令和元年又は令和２年 ② 令和３年
③ 前年同月比又は

前々年同月比
（②÷①×100）

４月(※1)
(※2)

1,000,000 円 456,789 円
(※3)

46 ％

％

６月(※1)
(※2)

円 円
(※3)

５月(※1)
(※2)

円 円

⑶ 振込先口座が分かる通帳の写し（申請事業者名義のものに限る。）
　 ※表紙を開いて見開き２ページ分（口座名義（カタカナ）と口座番号の両方が分かるページ）

○

※詳細は、裏面の留意事項及び申請の手引きをご確認ください。

％

（※1）売上げが前年同月比又は前々年同月比で50％以上減少した月（４月、５月、６月）の、
　　　 いずれか一月のみを記入してください。
（※2）個人事業主で青色申告決算書が無い、又は白色申告の場合は、確定申告書第１表㋐の
　　　 金額を12で割った金額を記入してください。
（※3）前年同月比又は前々年同月比は、小数点以下を切り上げてください。

確認欄

⑴ 売上げを比較する月(令和元年又は令和２年４月・５月・６月のいずれかの一月）を
　 含む期間の確定申告書の写し（収受日付印があるもの）

○

⑵ 売上げが前年同月比又は前々年同月比で50％以上減少した月（令和３年４月・５月・
　 ６月のいずれかの一月）の売上げが分かる書類

○

株式会社

山形食堂

代表取締役

印

記入例 ※必ず、申請書裏面の留意事項を確認し、添付書類を準備のうえ、網掛け部分を記入してください。

法人は、確定申告書別表１の「納税地」を、

個人事業主は、確定申告書第１表の「住所」を

記入してください。給付決定通知は、こちらの

住所に送付されます。

法人は、確定申告書別表１の「法人名」を、

個人事業主は、確定申告書第１表の「屋号・雅号」を

記入してください。「屋号・雅号」が無い場合は記入

不要です。

要件を確認し、必ず全てに

「○」を記入してください。

法人は、法人事業概況説明書の裏面「18月別の売上高等の状況」の該当

する月の「売上（収入）金額」を、

青色申告の場合は、青色申告決算書ページ２の「月別売上（収入）金額

及び仕入金額」の該当する月の「売上（収入）金額」を、記入してください。

青色申告決算書が無い場合、又は白色申告の場合は、「確定申告書

第１表㋐」の金額を12で割った金額を記入してください。令和２年中（６月

１日まで）に創業した場合は、創業した月を含む営業月数で割った金額を

記入してください。

※令和２年６月２日以降に創業した場合は、新規創業者用の申請書に

記入してください。

該当する月の売上台帳、月次残高試算表

などに記載の売上金額を記入してください。

添付書類を確認し、必ず全てに「○」

を記入してください。

５０％以下の場合に、給付金の

対象となります。

必ず、申請書の裏面に記載の留意事項を

確認のうえ、添付書類に不足が無いように

注意してください。


